
（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】                  － 【負債の部】                  －

　固定資産      44,579,164,475 　固定負債      17,682,291,951

　　有形固定資産      32,336,747,596 　　地方債等      14,515,396,687

　　　事業用資産      23,992,722,968 　　長期未払金                  －

　　　　土地       4,376,415,912 　　退職手当引当金       3,162,083,000

　　　　立木竹                  － 　　損失補償等引当金                  －

　　　　建物      43,653,076,806 　　その他           4,812,264

　　　　建物減価償却累計額    △25,304,568,662 　流動負債       2,294,723,166

　　　　工作物       5,122,243,267 　　1年内償還予定地方債等       1,879,539,003

　　　　工作物減価償却累計額     △4,159,619,655 　　未払金               3,077

　　　　船舶                  － 　　未払費用                  －

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金                  －

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金         231,292,111

　　　　航空機                  － 　　預り金         155,870,623

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他          28,018,352

　　　　その他                  － 負債合計      19,977,015,117

　　　　その他減価償却累計額                  － 【純資産の部】                  －

　　　　建設仮勘定         305,175,300 　固定資産等形成分      45,579,108,795

　　　インフラ資産       7,820,435,815 　余剰分（不足分）    △18,619,855,282

　　　　土地         151,938,737

　　　　建物         380,189,000

　　　　建物減価償却累計額       △241,269,766

　　　　工作物      42,846,808,486

　　　　工作物減価償却累計額    △35,392,992,162

　　　　その他                  －

　　　　その他減価償却累計額                  －

　　　　建設仮勘定          75,761,520

　　　物品       3,142,090,969

　　　物品減価償却累計額     △2,618,502,156

　　無形固定資産           5,286,480

　　　ソフトウェア           5,274,720

　　　その他              11,760

　　投資その他の資産      12,237,130,399

　　　投資及び出資金       1,036,798,605

　　　　有価証券         191,368,610

　　　　出資金         111,265,000

　　　　その他         734,164,995

　　　投資損失引当金       △304,002,870

　　　長期延滞債権         239,697,134

　　　長期貸付金         153,698,466

　　　基金      10,999,266,015

　　　　減債基金         373,756,066

　　　　その他      10,625,509,949

　　　その他         127,746,978

　　　徴収不能引当金        △16,073,929

　流動資産       2,357,104,155

　　現金預金       1,024,127,223

　　未収金          35,134,091

　　短期貸付金          15,562,000

　　基金         984,382,320

　　　財政調整基金         934,382,320

　　　減債基金          50,000,000

　　棚卸資産                  －

　　その他         299,428,374

　　徴収不能引当金         △1,529,853 純資産合計      26,959,253,513

資産合計      46,936,268,630 負債・純資産合計      46,936,268,630

一般会計等

一般会計等貸借対照表
（令和3年03月31日 現在）



一般会計等

（単位：円）

科目 金額

経常費用                 25,725,390,235

　業務費用                 15,803,645,620

　　人件費                  3,246,256,642

　　　職員給与費                  2,747,381,471

　　　賞与等引当金繰入額                    231,292,111

　　　退職手当引当金繰入額                             －

　　　その他                    267,583,060

　　物件費等                 12,356,899,002

　　　物件費                 10,009,902,509

　　　維持補修費                    721,931,732

　　　減価償却費                  1,625,064,761

　　　その他                             －

　　その他の業務費用                    200,489,976

　　　支払利息                     78,536,243

　　　徴収不能引当金繰入額                     17,603,782

　　　その他                    104,349,951

　移転費用                  9,921,744,615

　　補助金等                  7,113,201,343

　　社会保障給付                  2,000,224,774

　　他会計への繰出金                    803,075,047

　　その他                      5,243,451

経常収益                    878,137,910

　使用料及び手数料                    446,515,241

　その他                    431,622,669

純経常行政コスト                 24,847,252,325

臨時損失                        357,319

　災害復旧事業費                             －

　資産除売却損                             33

　投資損失引当金繰入額                             －

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                        357,286

臨時利益                      2,811,805

　資産売却益                      1,317,052

　その他                      1,494,753

純行政コスト                 24,844,797,839

一般会計等行政コスト計算書
自 令和 2年04月01日

至 令和 3年03月31日



（単位：円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分）

前年度末純資産残高 20,977,444,900 41,157,718,283 △20,180,273,383

　純行政コスト（△） △24,844,797,839 △24,844,797,839

　財源 29,920,148,391 29,920,148,391

　　税収等 22,988,172,722 22,988,172,722

　　国県等補助金 6,931,975,669 6,931,975,669

　本年度差額 5,075,350,552 5,075,350,552

　固定資産等の変動（内部変動） 3,514,932,451 △3,514,932,451

　　有形固定資産等の増加 1,041,704,207 △1,041,704,207

　　有形固定資産等の減少 △1,658,563,074 1,658,563,074

　　貸付金・基金等の増加 12,904,505,036 △12,904,505,036

　　貸付金・基金等の減少 △8,772,713,718 8,772,713,718

　資産評価差額 285,714 285,714

　無償所管換等 906,172,347 906,172,347

　その他 － － －

　本年度純資産変動額 5,981,808,613 4,421,390,512 1,560,418,101

本年度末純資産残高 26,959,253,513 45,579,108,795 △18,619,855,282

科目 合計

一般会計等

一般会計等純資産変動計算書
自 令和 2年04月01日

至 令和 3年03月31日



一般会計等

（単位：円）

科目 金額

【業務活動収支】                             －

　業務支出                 24,048,759,044

　　業務費用支出                 14,127,014,429

　　　人件費支出                  3,246,118,509

　　　物件費等支出                 10,725,959,503

　　　支払利息支出                     78,536,243

　　　その他の支出                     76,400,174

　　移転費用支出                  9,921,744,615

　　　補助金等支出                  7,113,201,343

　　　社会保障給付支出                  2,000,224,774

　　　他会計への繰出支出                    803,075,047

　　　その他の支出                      5,243,451

　業務収入                 30,341,898,344

　　税収等収入                 23,002,692,964

　　国県等補助金収入                  6,602,452,361

　　使用料及び手数料収入                    450,561,395

　　その他の収入                    286,191,624

　臨時支出                        357,286

　　災害復旧事業費支出                             －

　　その他の支出                        357,286

　臨時収入                             －

業務活動収支                  6,292,782,014

【投資活動収支】                             －

　投資活動支出                 14,087,425,495

　　公共施設等整備費支出                  1,017,683,843

　　基金積立金支出                 12,846,921,424

　　投資及び出資金支出                      1,264,228

　　貸付金支出                    221,556,000

　　その他の支出                             －

　投資活動収入                  9,272,869,031

　　国県等補助金収入                    329,523,308

　　基金取崩収入                  8,751,045,337

　　貸付金元金回収収入                    187,440,156

　　資産売却収入                      4,860,230

　　その他の収入                             －

投資活動収支                △4,814,556,464

【財務活動収支】                             －

　財務活動支出                  1,984,800,461

　　地方債等償還支出                  1,950,024,065

　　その他の支出                     34,776,396

　財務活動収入                  1,142,536,000

　　地方債等発行収入                  1,142,536,000

　　その他の収入                             －

財務活動収支                  △842,264,461

本年度資金収支額                    635,961,089

前年度末資金残高                    232,295,511

本年度末資金残高                    868,256,600

前年度末歳計外現金残高                    146,857,558

本年度歳計外現金増減額                      9,013,065

本年度末歳計外現金残高                    155,870,623

本年度末現金預金残高                  1,024,127,223

一般会計等資金収支計算書
自 令和 2年04月01日

至 令和 3年03月31日
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注  記 

 

1 重要な会計方針 

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

    ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

  イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価        

 取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

  ② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

 ② 出資金 

     市場価格のないもの･･････････････････････出資金額  

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用土地・・・地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第 4 条第 2 項各号に掲げる   

方法 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物       15 年～50 年 

      工作物      10 年～60 年 

      物品       ２ 年～18 年 

  ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 
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③ リース資産･ 

   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引

及びリース契約１件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除

きます。） 

･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

 ⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 投資損失引当金 

    市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額

が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

    未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。長

期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上していま

す。 

  ③ 退職手当引当金 

    退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対して退職手当として

支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち根室市へ按分され

る額を加算した額を控除した額を計上しています。 

⑤ 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総

額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

     通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 資金収支計算書における資金の範囲 

   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含みま

す。 
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⑻ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

② 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 100 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産と

して計上しています。 

ソフトウェアについても、物品の取扱いに準じます。 

③ 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、原則として、法人税法基本通達第 7 章第 8 節によ

っています。 

 

 

2 重要な会計方針の変更等 

 

⑴ 会計方針の変更 

 該当する事項はありません。 

   

⑵ 表示方法の変更 

 該当する事項はありません。 

 

⑶ 資金収支計算書における資金の範囲の変更 

 該当する事項はありません。 

 

 

3 重要な後発事象 

 

 ⑴ 主要な業務の改廃 

 該当する事項はありません。 

 

⑵ 組織・機構の大幅な変更 

 該当する事項はありません。 

 

⑶ 地方財政制度の大幅な改正 

 該当する事項はありません。 

 

⑷ 重大な災害等の発生 

 該当する事項はありません。 
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4 偶発債務 

 

⑴  保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当する事項はありません。 

 

⑵ 係争中の訴訟等 

  該当する事項はありません。 

 

 

5 追加情報 

 

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

   一般会計 

   流通加工センター汚水処理事業特別会計 

   農業用水事業特別会計 

② 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

  実質赤字比率      - ％ 

  連結実質赤字比率    - ％ 

  実質公債費比率    8.6％ 

   将来負担比率      - ％ 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額    6,066 千円 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額            1,650,213 千円 

   

⑵ 貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

   ア 範囲 

    売却予定とされている公共資産 

   イ 内訳 

    該当資産はありません。 

 

  ② 減債基金に係る積立不足額   

積立不足はありません。 
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③ 基金借入金（繰替運用）残高 

   土地開発基金         1,000,000 千円    

 ④ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含

まれることが見込まれる金額  12,949,248 千円 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりで

す。 

    標準財政規模                       9,242,687 千円 

    元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額     1,405,248 千円 

    将来負担額                        23,841,642 千円 

    充当可能基金額                      12,536,318 千円 

    特定財源見込額                      2,679,719 千円 

    地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額       12,949,248 千円 

⑥ 管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登記が行われてい

ない法定外公共物には国直轄事業により整備した国有港湾施設等の工作物があります。なお、当

該資産は貸借対照表の資産に計上されません。 

   

 

⑶ 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

 純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

⑷ 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支  5,652,638 千円 

② 既存の決算情報との関連性                       

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 40,881,316 千円 40,013,059 千円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う

差額 
129,491 千円 129,491 千円 

会計間の取引相殺消去額 ▲21,208 千円 ▲21,208 千円 

繰越金に伴う差額 ▲232,296 千円 ‐千円 

資金収支計算書 40,757,303 千円 40,121,342 千円 

  地方自治法第 233 条第 1 項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに

対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象としているため、歳入歳出決算書と資金収支計算

書は一般会計等に含まれる特別会計の分だけ相違します。 
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  ③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

   資金収支計算書 

業務活動収支                                     6,292,782 千円 

 投資活動収入の国県等の補助金収入                               329,523 千円 

減価償却費                                  △1,625,065 千円 

資産除売却損                                △0 千円 

資産売却益                           1,317 千円 

未収債権の減少額                                        △28,815 千円 

    その他（投資その他の資産）の増加額               1,137 千円 

    その他（流動資産）の増加額                               1,040 千円 

    投資損失引当金の減少額                      564 千円 

    徴収不能引当金の減少額                      76 千円 

    退職手当引当金の減少額                   139,406 千円 

賞与等引当金の増加額                   △138 千円 

免除による貸付金の減少額                △29,760 千円 

その他                        △6,717 千円 

   純資産変動計算書の本年度差額                       5,075,351 千円 

 

④ 一時借入金 

  資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

  なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額        3,500,000 千円 

   一時借入金に係る利子額          33 千円 

    

 

 

以上 

 


